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衆議院予算委員会ニュース

平成 23.２.10 第 177 回国会第 10号

２月 10日（木）、第 10回の委員会が開かれました。

１ 平成 23年度一般会計予算

平成 23年度特別会計予算

平成 23年度政府関係機関予算

・片山総務大臣、前原外務大臣、野田財務大臣、高木文部科学大臣、細川厚生労働大臣、鹿野農林水産大臣、

海江田経済産業大臣、大畠国土交通大臣、北澤防衛大臣、枝野国務大臣（内閣官房長官）、

自見国務大臣（郵政改革担当）、蓮舫国務大臣（行政刷新担当）、与謝野国務大臣（社会保障・税一体改革担当）、

玄葉国務大臣（国家戦略担当）、藤井内閣官房副長官及び鈴木総務副大臣に質疑を行いました。

（質疑者及び主な質疑内容）

下 地 幹 郎君（国民）

・小泉政権時に要職にあった与謝野国務大臣は、同政権の

功罪についてどう考えているか。また、無駄の削減、経

済運営及び社会保障・税一体改革を同時に行うための、

強い決意を表明する必要があるのではないか。

・日米同盟深化のための取組について前原外務大臣に伺い

たい。

平 沢 勝 栄君（自民）

・政府は普天間関連予算の執行を凍結する検討を始めたと

の報道記事があるが、これは事実か。

・枝野内閣官房長官はＪＲ総連及びＪＲ東労組から受け取

った政治献金を返金すべきではないか。枝野内閣官房長

官の考えを伺いたい。

・与謝野国務大臣は昨年の参議院選挙において革マル派に

言及した演説を行ったが、その時の認識は今も変わらな

いか。

柴 山 昌 彦君（自民）

・自由党の政党交付金の使途について、藤井内閣官房副長

官は当時の関係者に対して、聴き取り調査を行ったか。

・政党の支部を介在させることにより、政治資金規正法の

規制を免れることは可能か、鈴木総務副大臣に伺いたい。

・政治資金規正法の改正を検討する必要があると考えるが、

片山総務大臣の見解を伺いたい。

佐 藤 茂 樹君（公明）

・普天間関連予算執行凍結の可能性について、前原外務大

臣及び北澤防衛大臣の見解を伺いたい。

・北方領土が日本固有の領土であるという学校教育がなさ

れているか調査し、それを徹底すべきではないか。

・駅のホームドア等の設置を推進する際、視覚障害者等の

意見を反映した設置基準を設ける必要があるのではない

か。

・新防衛大綱の動的防衛力と、16 大綱の多機能で弾力的

な実効性のある防衛力との違いについて、北澤防衛大臣

に伺いたい。

富 田 茂 之君（公明）

・子ども手当と児童手当は共通する面があるとの政府見解

が示されているが、これまで民主党が児童手当拡充のた

めの改正法案に反対してきた理由は何か。

・子ども手当の支給額２万 6,000 円の根拠はあるのか。

・配偶者控除を維持しつつ、個人住民税の成年扶養控除を

廃止の理由、妥当性等について伺いたい。

吉 井 英 勝君（共産）

・ＥＰＡ交渉を行う中で、昨年、農林水産物においてすべ

ての品目を自由化交渉対象とする閣議決定がなされたが、

重要品目を除外対象とするとした衆議院農林水産委員会

における全会一致による決議との関係について、鹿野農

林水産大臣及び枝野内閣官房長官の所見を伺いたい。

・すべての品目を交渉対象にするとした閣議決定は、重要

品目は除外するとした菅代表代行（当時）の発言の下修

正された 2009 年総選挙民主党マニフェストへの違反と

なるのではないか、玄葉国家戦略担当大臣の所見を伺い

たい。

・ＴＰＰによりサービス・労働の自由化された場合の、外

国労働者による日本経済への流入による影響について、

玄葉国家戦略担当大臣に伺いたい。
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中 島 隆 利君（社民）

・独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針には、独

立行政法人の抜本的な見直しに当たっては職員の雇用問

題に配慮するとあるが、どのように対応するのか。

・民主党マニフェストにおける「生活が第一」の大きな柱

は雇用の安定、働く者の所得の改善と考えるが、現下の

新卒就職内定率、賃金の水準低下の現状をどのように認

識しているか。

・更なる雇用保険の適用範囲の拡大、失業手当の給付期間

の延長の検討についてどのように考えるか。

柿 澤 未 途君（みんな）

・消費税増税の時期について与謝野社会保障・税一体改革

担当大臣はどのように考えているか。また、消費税増税

が 13 年度以降になるなら、来年度予算の財源確保につ

いてはどう考えているのか。

・子ども手当の財源に関して、与謝野社会保障・税一体改

革担当大臣と菅内閣総理大臣の発言には相違があるので

はないか。

・埋蔵金として国債整理基金特別会計の剰余金や労働保険

特別会計の積立金を活用する考えはあるか。


